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今年の税制の主な変更点と注意点について

2026年11月11日全生連 様



自己紹介

税理士法人東京南部会計代表社員税理士

税経新人会全国協議会研究部⾧

東京税経新人会副会⾧

東京税理士会大森支部総務部⾧

マイナンバーを住民税決定通知書に記載させない運動では、
いち早く各自治体にアンケート調査をし、通知書にマイナンバーを不記載にさせる。

浦野広明先生に師事
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税務行政のDX化
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https://www.nta.go.jp/about/council/shingikai/241203/shiryo/pdf/03.pdf



税務行政のDX化

国税庁は、デジタル促進化の【3つの柱】として次の様に示しています。
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①と③は皆さまご承知の通り「大きなお世話」ですので
本日は②を中心に触れていきます



税務行政のＤＸ化
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提出義務があるもの
①申告書
②青色申告決算書
③源泉徴収票（30万円以上）※
④支払調書（一定額を超えるもの） など

提出義務がないもの
①収支内訳書（白色）
②「上記③」に満たない源泉徴収票
③法定調書合計表
④源泉額「０」の源泉徴収票 など

電子か
紙かは
問わない

※令和９年１月１日以後、市区町村に「給与支払報告書」又は「公的年金等支払報告書」を提出し
た場合には、税務署に「給与所得の源泉徴収票」又は「公的年金等の源泉徴収票」を提出したもの
とみなされます。また、本年より30万円に金額変更となりました。



KSK2始動

 2026年9月24日、国税庁が運用するシステムが刷新され、新たな基幹システム、
いわゆる「KSK2」が稼働を開始しました。

 KSK2の導入目的は税務調査を自動化する「AIによる税務調査選定システム」では
なく、税務行政を紙ベースからデータへ移行するための基盤整備にあります。
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データの集約に人手をかけたくない!
電子申告・データのダウンロードなど を迫ってきています。

法律上は「税務署⾧」宛に提出する申告書や届出書を
「業務センターに送って欲しい」

という意味不明な依頼が多発（法的根拠は勿論なし）



AIによる調査選定
国税庁で使用されている調査選定システム

・資産課税部門（相続税等）「RIN（リン）」
・法人課税部門では「結（ゆい）」
・所得課税部門では「SAT」
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AIで調査選定はどのように行われているのか・・・は分かりませんが、

・客観的にみて明らかなミス（欠損金の漏れ・扶養家族の適用、簡易課税の適用など）
・インボイス登録をしたのに消費税が無申告（意外と多い）
・同業多種に比べて、申告書の数字構成に異常値がある など

AIではわからないもの
・売上や経費の計上が適正かどうかは、結局のところ帳簿を見ないとわかりません
・数字に異常値がある、無しも「適正な申告」かどうかはわかりません
・ちなみに、所得税には「公正妥当な会計基準」はありませんので、調査が難しい



業務センター集中化

 先ほど、「データ取集の効率化」のための業務センター化で法的根拠はないこと
をお伝えしました。

 各税務署の管理運営部門を集中化したのが「業務センター」です。
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業務センターに国税のエースはいません。
アルバイトが「国税局です」といって電話をかけてきて、
法的根拠のない書類の提出を迫ってきたりもします

迷わず「紙」で税務署⾧宛に送るのがよい（法律的に正しい）です



応能負担原則とは
 【1】実質的平等（憲法14条）
 税率や一律金額に平等を見出すのか、可処分所得に対する負担額に平等を見出すのか

 【2】生存権・財産権（憲法25条・29条）
 ・最低生活費非課税
 租税法は財産権の侵害に当たる。憲法の基本理念に反する課税は違憲。

 【3】社会保障における応益負担との関係
 ・社会保険料は給与に比例して増加、国民年金は一定額を拠出
 高額医療費、医療費の窓口負担軽減などで応能負担を実現させる必要があります。
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消費税がなぜ「逆進性」があると言われているのか
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【年収別】手取り収入と消費税の負担割合一覧表

※前提条件:40歳以上・扶養家族なし／大阪府の最低生活費（年間約201.4万円）を基準に算定

年収に対する
消費税の負担割合年間の推定消費税額手取り収入社会保険料税金（所得税・住民税）給与年収（額面）

——（※1）100万円0円0円100万円

約 6.9%約 20.6万円（205,884円）239万円46.5万円14.5万円300万円

約 4.7%約 23.5万円（235,152円）388万円77.0万円35.0万円500万円

約 4.6%約 31.9万円（319,394円）527万円106.0万円67.0万円700万円

約 4.3%約 43.3万円（433,333円）715万円132.0万円153.0万円1,000万円

約 3.8%約 76.2万円（761,818円）1,257万円175.0万円568.0万円2,000万円

※1:年収100万円は最低生活費を下回るため、余剰消費による消費税額の試算対象外となっています。
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【小括】
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ここまで見てきたように、消費税は憲法が予定している応能負担原則・社会福祉目的に反し徴
税されている税制と言わざるをえません。したがって逆進性のある消費税は廃止・縮小しなけれ
ばなりません。

・取沙汰されている飲食料品の1％
は初めての消費税減税になります

・本当に飲食料品の物価は下がる
のか、本当の狙いは何かを検討し
ます

・国税庁は早くも「令和８年９月
消費税率引下げについて」をリ
リースしました



政府説明への批判

 高市首相は飲食料品の消費税率を1％に引き下げる説明を、
 「物価高や税、社会保険料の負担に苦しんできた中所得、低所得の方の負担軽減が最重要課題」と
したうえで、「最も望ましい方法を考え抜いた末、最善と考えられるものを選択した」としました。
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物価高対策 消費税減税
税、社会保険料の負担 軽減策なし なぜ「飲食料品」だけ減税?

高市首相は、10月1日「私は消費税の税率引き下げ分については基本的に価格に反映されると
認識している」と小売店を脅迫。
来年4月に「値下げ」を強要された小売店は、3月までに値上げをおこなうと考えられます



©2026 税理士法人東京南部会計 All right reserved

15

「消費税減税」は効果がない!などと思わせ、更なる増税への布石となりそうです



消費税は社会保障財源なのか?

消費税法1条2項
消費税の収入については、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）に定め
るところによるほか、毎年度、制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障
給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に充てるものとする。
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一般会計 国の基本的な活動に必要な歳入・歳出を経理
する会計のこと。歳出では社会保障や公共事業、防衛費
などの通常の行政経費にあたる一般歳出のほか、自動的
に歳出額が決まる地方交付税、国債費がある。歳入は所
得税や法人税、消費税といった税収などで構成する。
一般会計とは 国の基本的な支出 -日本経済新聞

憲法が「福祉」を前提に設計されていること
消費税が一般会計となっていることから

消費税法1条2項はプログラム規定（お飾り的）になっている



食料品1％税率の罠

 ・本当に食料品の価格は下がるのか

 ・2年後に今より食料品が高くなるのではないか

 ・業種によって消費税を通じて損得が生じてしまう

 ・物価（食料品の価格）が下がらず「消費減税では物価が下がらない」とならないか
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消費税を廃止にするか、全ての税率を下げ一律にすれば
このような問題は起こらない



特例（措置）に騙されない!
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令和8年10月以降の消費税計算

 売上・・・変更なし
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仕入

インボイス無

仕入税額控除50％

11,000円の仕入 10,500円経費 500円仕入税額控除

基準期間の売上1億円以下

:1万円未満はインボイス不要

インボイス有 変更なし



令和8年10月以降の消費税計算

【簡易課税の事業者】

売上・・・変更なし
事業ごとに売上を分けておくことが重要です

 仕入・・・変更なし

仕入税額控除が否認される危険性がない
将来縮小の可能性あり（インボイス制度と相容れない）
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令和8年10月以降の消費税計算

【 】

売上・・・特段無し（収入金額を誤らないようにだけ注意）

仕入・・・特段無し

仕入税額控除が否認される危険性がない
2年間の時限立法
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2030（R12)年9月 2030（R12)年10月 2031（R13）年9月2026（R8)年9月 2028（R10）年10月 2029（R11）年10月

免税事業者 2割特例.3割特例

2023（R5)年10月 2026（R8)年10月 2029（R11）年9月2028（R10）年9月2026年税制改正大綱時点

免税事業者との取引

課税事業者 1億円以下の特例

簡易課税事業者

全事業者 売上に係る値引き

80％控除 70％控除 50％控除 30％控除

簡易課税利用可・仕入に係るインボイス不要

税込1万円未満の手数料など、支払手数料として処理した場合でも返還インボイス不要

2割特例 3割特例 :3割特例は
個人事業者のみ



2026（令和8）年税制改正
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復興特別所得税を削って、防衛特別所得税を創設した、憲法違反では??
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昨年に引き続き、
所得税の基礎控除アップ、給与所得控除 アップ
住民税の基礎控除は据置、給与所得控除 アップ

となったため、
所得税と住民税の課税ギャップはさらに広がりました。



所得税「改正」による年収の壁
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世帯年収で考えた場合には、手取りの上昇率が下がるという事になります



その他所得税「改正」
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終わりに

所得税に限らず、年々「税制」が複雑になってきています。
おそらくDX化（AI利用）の流れもあるでしょう。

計算にAIを使うなら、標準税率22％の比例税率である
法人税を累進課税化しても簡単に計算できます。
そうすれば儲かっている企業に多くの法人税の負担を求められることになります。

税制がどれだけ複雑化しても、「申告納税制度」であることと、消費税が「大衆課税
であること」だけは忘れてはなりません。

本日はご清聴ありがとうございました。

©2026 税理士法人東京南部会計 All right reserved

30


